
建設業許可業者における業種別許可業者数の増減表
【業者数が増加した許可業種】

許可業種 前年同月比
とび・土工 2,617 業者 （1.5%）
鋼構造物 2,496 業者 （3.0%）
石 2,432 業者 （3.4%）

塗　　装 2,324 業者 （3.5%）
内装仕上 2,291 業者 （2.8%）
屋　　根 1,937 業者 （3.9%）

タイル・れんが・ブロック 1,910 業者 （4.0%）
解　　体 1,765 業者 （2.9%）
防　　水 1,641 業者 （4.6%）
しゅんせつ 1,607 業者 （3.1%）
大　　工 1,505 業者 （2.0%）
板　　金 1,416 業者 （5.1%）
熱　絶　縁 1,351 業者 （6.5%）
舗　　装 1,328 業者 （1.4%）
ガラス 1,247 業者 （5.6%）
左　　官 1,224 業者 （4.6%）
建　　具 1,211 業者 （3.9%）
鉄　　筋 1,034 業者 （4.8%）
水道施設 1,031 業者 （1.2%）
電　　気 807 業者 （1.3%）
管 740 業者 （0.8%）

機械器具設置 467 業者 （2.0%）
電気通信 385 業者 （2.5%）
土　　木 277 業者 （0.2%）
消防施設 166 業者 （1.1%）

【業者数が減少した許可業種】
可業種 前年同月比
清掃施設 ▲16 業者 （▲3.8%）
さ　く　井 ▲40 業者 （▲1.7%）
造　　園 ▲220 業者 （▲0.9%）
建　　築 ▲1,717 業者 （▲ 1.2%）
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９
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４
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３
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。
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４
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０
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８
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０
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２
７
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３
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５
年
に
延
長
さ
れ
て

以
降
、
通
常
で
あ
れ
ば
失
効

業
者
を
含
む
廃
業
な
ど
の
業

者
数
が
新
規
業
者
数
に
比
べ

て
多
く
な
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２
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９
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８
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国
土
交
通
省
の
「
市
町
村

に
お
け
る
災
害
復
旧
事
業
の

円
滑
な
実
施
の
た
め
の
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
検
討
会
」
（
委
員

長
・
木
下
誠
也
日
本
大
学
危

機
管
理
学
部
教
授
）
は
５
月

１１
日
、
市
町
村
へ
の
支
援
策

を
抜
本
的
に
強
化
す
る
提
言

を
ま
と
め
た
。
水
害
や
地
震

な
ど
全
国
各
地
で
激
化
・
頻

発
化
し
て
い
る
大
規
模
災
害

に
対
し
、
技
術
職
員
や
災
害

対
応
経
験
が
不
足
し
て
い
る

市
町
村
が
円
滑
に
復
旧
事
業

を
展
開
で
き
る
よ
う
積
極
的

に
支
援
す
る
。

全
国
で
毎
年
の
よ
う
に
大

規
模
な
水
害
が
発
生
し
て
お

り
、
令
和
元
年
度
の
水
害
被

害
額
は
統
計
開
始
以
来
最
大

の
２
兆
１
８
０
０
億
円
を
記

録
し
て
い
る
。
ま
た
震
度
５

強
を
超
え
る
地
震
が
数
多
く

発
生
し
、
重
大
な
人
的
被
害

や
経
済
的
損
失
を
も
た
ら
し

て
い
る
。

し
か
し
市
町
村
の
土
木
関

係
職
員
は
年
々
減
少
し
て
お

り
、
慢
性
的
に
不
足
し
て
い

る
状
況
だ
。
過
去
１０
年
間
で

災
害
復
旧
事
業
を
行
っ
た
経

験
が
１
回
以
下
と
い
う
市
町

村
は
約
４
割
を
占
め
て
お

り
、
災
害
対
応
の
経
験
を
積

む
機
会
も
限
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
大
規
模
災
害
が
発
生
し

た
際
に
被
災
状
況
の
把
握
や

災
害
査
定
の
準
備
に
時
間
が

か
か
る
と
い
っ
た
ケ
ー
ス
も

増
え
て
い
る
。

こ
の
た
め
国
交
省
は
昨
年

１２
月
に
学
識
者
や
地
方
公
共

団
体
、
水
害
・
建
設
関
係
団

体
な
ど
で
構
成
す
る
同
検
討

会
を
設
置
。
災
害
対
応
の
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
や
市
町
村
へ
の

新
た
な
支
援
策
に
つ
い
て
議

論
を
進
め
て
き
た
。

今
回
の
提
言
で
は
支
援
の

抜
本
的
強
化
へ
①
大
規
模
災

害
に
お
け
る
査
定
の
さ
ら
な

る
効
率
化
・
簡
素
化
②
復
旧

の
優
先
順
位
を
踏
ま
え
た
災

害
査
定
の
実
施
③
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
を
活
用
し
た
平
時
か
ら

の
取
り
組
み
の
強
化
や
災
害

対
応
力
の
底
上
げ
④
地
方
公

共
団
体
の
災
害
復
旧
を
支
援

す
る
民
間
事
業
者
な
ど
に
よ

る
仕
組
み
の
普
及
促
進
―
―

な
ど
を
求
め
て
い
る
。

市
町
村
の
災
害
復
旧
事
業
支
援

木下委員長
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